
人権が尊重されていると感じる人の割合
実態把握
（アンケート調査）

増加 —
38%
（平成13年度）

人権啓発事業の効果度（理解、関心の深まり、行動へのつな
がりを感じた人の割合）

実態把握
（人権啓発事業参加者へのア
ンケート、人権啓発資材冊子
等同封アンケート）

効果度80%以上 80% —

人権侵害について相談する窓口を知っている人の割合

実態把握
（人権啓発事業参加者へのア
ンケート、人権啓発資材冊子
等同封アンケート）

増加 — —
平成23年度以降の調査に
より基準値を設定予定

「ユニバーサルデザイン」の言葉とその意味を知っている人
の割合

実態把握
（府民に対するアンケート調
査（インターネット））

認知度80%以上 80%
50.9%
（平成21年度）

基準値は参考表記

府立都市公園のうち、バリアフリー化実施済み公園の割合
（トイレ）（３月末現在）

実態把握
（公園台帳）

全公園で対策完了 100%
73%
（平成21年度）

基準値は参考表記

府立都市公園のうち、バリアフリー化実施済み公園の割合
（主要な施設を結ぶ園路）（３月末現在）

実態把握
（公園台帳）

半数以上の公園で
対策完了

50%
18%
（平成21年度）

基準値は参考表記

市町村が定める生活関連経路のうち、バリアフリー化実施済
み経路延長の割合（３月末現在）

実態把握
（整備実績）

全経路達成 100%
52%
（平成21年度）

基準値は参考表記

府内全鉄道駅舎数のうち、段差解消等対策実施済み駅舎数の
割合（３月末現在）

実態把握
（鉄道事業者からの聞き取
り）

全駅舎で対策完了 100%
80%
（平成21年度）

対象駅：利用者5千人／日
以上の駅
基準値は参考表記

【基本目標１】
ユニバーサルデザインの考え方による
まちづくりや施設、商品等が増えるこ
と

測 定 指 標

【基本目標１】
人権をとりまく状況が改善されること

【使命１】様々な人権問題の解決に取り組むこと

【使命２】ユニバーサルデザインの考え方に基づく社会をつくること

測 定 方 法 設 定 水 準 数 値 目 標 備 考

地域共生の実現

基 準 値
（ 基 準 年 ）

基 本 目 標

同和問題や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人に対する人権問題など、様々な人権問題が依然として存在している中にあって、京都府は、一人
ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。

そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、中期計画に掲げた基本目標の達成状況について、以下の「測定指標」によって確認・点検して
いくこととします。
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交付金を活用する団体の構成員数、プラットフォームの参画
者数、府民力バンク登録者数等（年間）

実態把握
（事業実績等の集計）

基準値の2倍 25万人
116,400人
（平成21年度）

過疎農山村の複数集落と企業や大学、ＮＰＯ等が連携して地
域再生活動に取り組む組織の数（３月末現在）

実態把握
（設立実績）

基準値の5倍 50組織
10組織
（平成21年度）

府内ＮＰＯ法人の活動事業費（支出額）の総額（年間）
実態把握
（ＮＰＯ法人からの事業報
告）

基準値の50%増 160億円
110億円
（平成20年度）

多様な主体の連携・協働による「明日の京都」づくりのため
の行動指針の署名団体数（３月末現在）

実態把握
（事業実績）

府内NPO法人
（約1,000団
体）の半数が署名

500団体 —
平成22年度以降に行動指
針を策定、平成23年度以
降に制度本格運用予定

提案・公募型事業など、府民の気づきや発意が反映される制
度や施策の数（３月末現在）

実態把握
（制度・施策実施実績）

各部局で1件創設 8件 —
平成23年度以降に推進予
定

さわやかボランティア・ロード事業に参画する団体数
（３月末現在）

実態把握
（事業実績）

基準値の50%増 100団体
69団体
（平成21年度）

地域普請公共事業制度の実施箇所数（累計）
実態把握
（事業実績）

事業2年目から毎
年度10か所で着
手

40か所 —
平成23年度以降に制度創
設予定

数 値 目 標 備 考設 定 水 準

【基本目標１】
公共事業等への住民参画・協働が増え
ること

【使命２】住民と行政の協働を拡充すること

【基本目標１】
地域課題の解決に取り組む活動が拡大
すること

基 準 値
（ 基 準 年 ）

【使命１】地域力を引き出し、地域づくりにいかすこと

基 本 目 標 測 定 指 標 測 定 方 法

地域コミュニティが衰退し、人々のつながりが希薄化する一方で、多様化・複雑化する住民ニーズや地域課題への的確な対応が求められている中にあって、
京都府は、地域の課題解決に向け、地域のみんなが連携・協働する社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。

そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、中期計画に掲げた基本目標の達成状況について、以下の「測定指標」によって確認・点検して
いくこととします。
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【基本目標１】
結婚を望む人の出会いの場が増えるこ
と

出会いの場（婚活イベント）の回数（年間）
実態把握
（婚活ネットワーク会議で把
握）

基準値の2倍 100回
46回
（平成21年度）

地域活性化や絆の再生に向けた祭の復活や交流イベント等の
実施数（年間）

実態把握
（地域連携組織等からの聞き
取り）

基準値の12倍 200回
17回
（平成21年度）

コミュニティ活動拠点となる集会所の改修整備を行った団地
の割合（３月末現在）

実態把握
（整備実績）

集会所を有する府
営住宅団地の半数
において改修整備
を実施

50% —
平成22年度以降に改修整
備予定

地域団体やＮＰＯなど多様な主体が連携・協働する新しい形
の地域力再生活動数（３月末現在）

実態把握
（事業報告書、活動内容によ
り把握）

基準値の2倍 100件
47件
（平成21年度）

特定のテーマの課題解決に向けて、京都地域創造基金と連携
して取り組む提案型プログラムの設置件数（累計）

実態把握
（運営主体からの聞き取り）

基準値の5倍 10件
2件
（平成21年度）

高齢者の暮らしのサポート活動を行う団体の数
（３月末現在）

実態把握
（社会福祉協議会を通じて把
握）

基準値の2倍 80団体
40団体
（平成21年度）

ハートポイント制度により福祉施設や介護施設等へ支援金と
して活用されたポイントの現金換算総額（年間）

実態把握
（クレジットカード会社等か
らの聞き取り）

増加 — —
平成22年度以降の制度創
設に伴い、基準値を設定予
定

【基本目標１】
商店街が地域コミュニティとしての役
割を担うこと

地域コミュニティ施設のある商店街数（３月末現在） 実態把握 基準値の50%増 30商店街
20商店街
（平成21年度）

基 本 目 標 測 定 指 標 測 定 方 法 設 定 水 準 数 値 目 標 備 考
基 準 値
（ 基 準 年 ）

【使命１】家庭や地域のコミュニティを拡充すること

【基本目標２】
地域住民が交流する機会が増えること

【使命２】人がつながり支え合う社会をつくること

【使命３】地域社会ににぎわいを創出すること

【基本目標１】
地域社会の中に様々な支え合い、助け
合いのしくみができること

小家族化の進展や単独世帯の増加、地域コミュニティの衰退等とあいまって、人々のつながりや「お互いさま」の気持ちなどが希薄化している中にあって、
京都府は、自由で開かれた新しいタイプのコミュニティのある社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。

そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、中期計画に掲げた基本目標の達成状況について、以下の「測定指標」によって確認・点検して
いくこととします。
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ドメスティック・バイオレンス被害者の社会的自活の割合

実態把握
（家庭支援総合センター（婦
人相談所）一時保護所入所者
のうち、社会的に自活する人
の割合）

半数以上の人が自
活

50%
45%
（平成21年度）

基準値は参考表記

婦人相談所一時保護所を退所後、被害者の身近な地域におい
て社会的自立を支援する地域サポーターの数（３月末現在）

実態把握
（家庭支援課・家庭支援総合
センター等で集計）

配偶者からの暴力
の防止及び被害者
の保護・自立支援
に関する計画と同
じ

70人 —
平成22年度以降にサポー
ターを養成予定

府における審議会等における女性委員の割合（法令等で指定
されている場合を除く。）（３月末現在）

実態把握
（登用実績）

次期男女共同参画
計画と同じ

次期男女共同参画
計画と同じ

38.8%
（平成21年度）

平成22年度以降に次期男
女共同参画計画を策定予定
基準値は参考表記

府庁における女性管理職の割合
実態把握
（登用実績）

過去最高 10.0%

8.2%
（過去最高値・平
成22年5月26日
現在）

支援後、府内において新たに起業する女性の数（年間）

実態把握
（京都府男女共同参画セン
ターによる具体的数量把握
等）

基準値の2倍 30人
15人
（平成19～21年
度平均）

【基本目標２】
男女がともに家庭、地域へ参画できる
環境が整うこと

府内における女性交流事業の参画者数（延べ人数）（年間）
実態把握
（主催者からの聞き取り、具
体的数量把握）

基準値の50%増 6,200人
4,119人
（平成21年度）

マザーズジョブカフェへの来所者数（延べ人数）（年間）
実態把握
（マザーズジョブカフェ利用
実績集計）

基準値の4倍 10,000人
2,515人
（平成21年度）

マザーズジョブカフェでの相談者のうち、就職した人の割合
（年間）

実態把握
（マザーズジョブカフェ利用
実績集計）

過去最高 40%
38.4%
（過去最高値・平
成21年度）

【基本目標１】
社会で活動する女性をとりまく環境が
改善されること

【使命１】男女の人権問題の解決に取り組むこと

【使命２】家庭、地域、働く場での男女共同参画を推進すること

【基本目標１】
ドメスティック・バイオレンス、セク
シャルハラスメントなどの人権侵害の
状況が改善されること

【基本目標３】
結婚、出産等を経ても意欲に応じて就
業できるようになること

基 本 目 標 測 定 指 標 測 定 方 法 設 定 水 準 数 値 目 標 備 考
基 準 値
（ 基 準 年 ）

長時間労働など、男性が家庭や地域社会にかかわる時間を確保しにくく、育児や介護を担うことの多い女性が働きにくい労働慣行がある中にあって、京都
府は、男女が社会の対等な構成員として様々な場で自己実現できる社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。

そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、中期計画に掲げた基本目標の達成状況について、以下の「測定指標」によって確認・点検して
いくこととします。
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他都道府県からの転入者数（年間）
調査統計
（総務省統計局「住民基本台
帳人口移動報告」）

増加 —
54,863人
（平成21年）

現在住んでいる地域に今後も住み続けたいと考える人の割合
実態把握
（アンケート調査）

増加 — —
平成23年度以降の調査に
より基準値を設定予定

水洗化普及率（総人口に占める下水道、農業集落排水施設、
浄化槽等の各汚水処理人口の割合）（３月末現在）

実態把握
（各年度の整備量調査による
具体的数量把握）

完全水洗化 100%
94.8%
（平成21年度）

基準値は参考表記

京の田舎暮らしふるさとセンターや田舎暮らしナビゲーター
等を通じて農山漁村へ移住した都市住民等の数（年間）

実態把握
（ふるさとセンター等からの
聞き取り）

基準値の3倍 50人
18人
（平成19～21年
度平均）

野生鳥獣による農産物被害金額（年間）
実態把握
（市町村からの聞き取り）

基準値の50%減 3億7千万円
7億3千万円
（平成21年度）

府内販売農家１戸当たり平均総所得（年間）
調査統計
（農林水産省「農業経営統計
調査」）

増加 —
633万円
（平成20年度）

地域連携組織が発展した地域の暮らしを支える多様な地域法
人の設立数（３月末現在）

実態把握
（設立実態）

地域連携組織の半
数が地域法人へ移
行

25法人 —
平成23年度以降に設立予
定

【使命１】個性豊かで住みやすい地域をつくること

【使命２】農山漁村の定住環境を整えること

【基本目標１】
農山漁村における就業環境や農林漁業
者の経済状況が改善されること

【使命３】農山漁村の所得水準を向上させること

【基本目標１】
地域の個性や魅力が向上すること

基 本 目 標 測 定 指 標 測 定 方 法 設 定 水 準

【基本目標１】
農山漁村の暮らしの利便性が向上する
こと

数 値 目 標
基 準 値
（ 基 準 年 ）

備 考

全国画一的な地域づくりにより地域の個性や魅力が失われるとともに、若者を中心に、就業機会を求めて都市部へ人口移動している中にあって、京都府は、
だれもが生まれ育った土地に住み続けられる魅力ある社会の実現に向かって進んでいきたいと考えています。

そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、中期計画に掲げた基本目標の達成状況について、以下の「測定指標」によって確認・点検して
いくこととします。
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